
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　
　愛知県知事殿
（住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　　　
支援機関のデジタル人材育成支援事業　企画提案書
　標記業務について、同募集要項に基づき、別添のとおり関係書類を添えて応募します。
なお、書類の記載内容については、事実に相違ないことを誓約し、下記のとおり提出します。
１　応募資格（※以下の全ての要件を満たすこと）
	項　　　　　目
	チェック

	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。
	はい・いいえ

	令和６・７年度愛知県入札参加資格者名簿に登録されている法人又は法人以外の団体であること。
	はい・いいえ

	企画提案書の受付期間の時点において、愛知県から「愛知県会計局指名停止取扱要領」に基づく指名停止処分を受けていないこと。
	はい・いいえ

	「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24年6月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置を受けていないこと。
	はい・いいえ

	宗教活動や政治活動を目的とした団体でないこと。
	はい・いいえ

	国税及び地方税の滞納がないこと。
	はい・いいえ


２　担当者
	所　属
	

	住　所
	

	氏　名
	

	電　話
	

	E-mail
	


３　経費

　○○○○〇〇円（消費税込み）
内訳は別添の経費内訳書のとおり
４　社会的価値の実現に資する取組
有り　　　・　　　無し　　（該当する方に○を付してください。）
様式２「社会的価値の実現に資する取組に関する申告書」に添付書類を付けて提出してください。
１　事業実施方法
(1) 基本的な考え方
	· 仕様書及び募集要項の内容を踏まえ、本事業全体の取組方針（基本方針、目標、アピールポイント等）を記載してください。




(2) 実施体制
	· 本事業を実施するにあたっての体制を分かりやすく示してください。
· 特徴・特にアピールしたい点などあれば明記してください。


(3) 統括責任者・業務担当者の資格・実績等
	統括責任者

	氏　　　名
	
	所属・職名
	

	専門分野
	

	本事業実施にあたっての　役　割
	

	業務に関連
する資格・
実績等
	

	業務担当者

	氏　　　名
	
	所属・職名
	

	専門分野
	

	本事業実施にあたっての　役　割
	

	業務に関連する資格・実績等
	


· 本業務を担当する統括責任者と主たる担当者について作成してください。
(4) 業務履歴　※本業務と関連性の高い業務実績を記載してください。（３件まで）
	類似業務等の実績

	業務名
	業務概要
	発注者
	実施年度

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	※上記のうち、特にアピールしたい点があれば簡潔に記載してください。



２　提案内容
(1) 支援機関向け講師派遣型研修
ア 実施内容
	※研修テーマ、研修のねらい、カリキュラム、実施方法、所要時間等を記載してください。
※研修テーマ、内容については、支援機関ごとの特性を踏まえた上で提案してください。


イ 講師

	※ 講師予定者の所属、経歴、資格、実績等、具体的に記載してください。




(2) 支援者育成プログラム
ア 実施内容
	※プログラム構成、実施により期待される効果、各項目の所要時間と内容が分かるよう具体的に記載してください。


　
イ 伴走支援する専門家
	※所属、経歴、資格、実績等、具体的に記載してください。


(3)広報・集客
	※ 企画する広報・集客方法について具体的に記載してください。

（ちらしの配布先、提案する広報の強みや実績等、アピールポイントがあれば積極的に記載してください。）


(4) 事業実施スケジュール
	※ 本事業を効果的に実施できるよう、全体スケジュールを記載してください。


(5) 追加提案業務

	※ その他本事業の実施にあたり予算の範囲内で有益と思われる追加提案がある場合は、その内容を具体的に記載してください。（ない場合は、記載不要です。）


様式1





※ ここから12ページ以内で作成してください。


※ 各項目を本様式の順に記載していれば、任意のファイル形式、レイアウトで作成しても構いません。








表紙

